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Ⅰ　当期未処分利益 2,001,042,940

　　　当期総利益 2,001,042,940

Ⅱ　積立金振替額 2,226,947,635

　　　前中期目標期間繰越積立金 425,118,635

　　　教育研究診療及び組織運営等積立金（目的積立金） 1,801,829,000

Ⅲ　利益処分額

　　　積立金 4,227,990,575

〔単位：円〕

利益の処分に関する書類
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６．環境対策引当金及び見積額の計上基準

７．有価証券の評価基準及び評価方法
　満期保有目的債券

　償却原価法（定額法）を採用しております。
　その他有価証券

　期末日の市場価格等に基づく時価法を採用しております。

８．たな卸資産の評価基準及び評価方法
　たな卸資産（貯蔵品）については重要性がないため、最終仕入原価法によっております。
　また、医薬品・診療材料については、当分の間、最終仕入原価法によっております。

９．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法
（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

　近隣の地代や賃借料を参考に計算しております。
（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

　10年利付政府保証債の令和4年3月末利回りを参考に0.210％で計算しております。

１０．リース取引の会計処理

１１．消費税等の会計処理
　消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっております。

１２．財務諸表の表示単位
　財務諸表は、千円未満切り捨てにより作成しております。
　なお、利益の処分に関する書類については、円単位で表示しております。

　重要な会計方針の変更はありません。

Ⅰ．貸借対照表関係

１．　運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額は、7,361,914千円であります。

２．　運営費交付金から充当されるべき賞与の見積額は、571,669千円であります。

３．

４．　ＰＦＩによるサービス部分の対価の支払予定額
　貸借対照表日後一年以内のＰＦＩ期間に係る支払予定額は18,730千円であります。
　貸借対照表日後一年を超えるＰＦＩ期間に係る支払予定額は331,740千円であります。

（１）

（会計方針の変更）

　財源が運営費交付金で措置されないＰＣＢ廃棄物の処理費用に充てるため、将来の支払見込金額を計上し
ております。

（注記事項）

　独立行政法人大学改革支援・学位授与機構長期借入金（13,642,876千円）の担保として、附属病院の土地
(2,170,000千円)、建物(11,739,598千円）を供しております。

　リース料総額が50万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じた会
計処理によっております。

（２）
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